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「工事請負標準契約書の制定について」の一部改正について 

 

「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改

正する法律」（令和６年法律第４９号）の一部が令和６年１２月１３日に施行され

たことに伴い、「工事請負契約書の制定について」（平成８年１月２４日付け港管

第１１１号）を下記のとおり改正し、令和６年１２月１３日以降に契約を締結する

工事から適用することとしたので、遺漏なきよう措置されたい。 

 

記 

 

「工事請負標準契約書の制定について」（平成８年１月２４日付け港管第１１１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて

工事現場に設置し、設計図書に定めるところによ

り、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しな

ければならない。これらの者を変更したときも同様

とする。 

一 （略） 

二 （Ａ）〔 〕主任技術者 

（Ｂ）〔 〕監理技術者 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて

工事現場に設置し、設計図書に定めるところによ

り、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しな

ければならない。これらの者を変更したときも同様

とする。 

一 （略） 

二 （Ａ）〔 〕主任技術者 

（Ｂ）〔 〕監理技術者 



 

 

 

（Ｃ）監理技術者補佐（建設業法第２６条第３

項第２号に規定する者をいう。以下同

じ。） 

三 専門技術者（建設業法第２６条の２に規定する

技術者をいう。以下同じ。） 

 ［注］（Ｂ）は、建設業法第２６条第２項の規定

に該当する場合に、（Ａ）は、それ以外の場

合に使用する｡（Ｃ）は、（Ｂ）を使用する

場合において、建設業法第２６条第３項第２

号の規定を使用し監理技術者が兼務する場合

に使用する。 

〔 〕の部分には、同法第２６条第３項本

文の工事の場合に「専任の」の字句を記入す

る。 

２～５ （略） 

（Ｃ）監理技術者補佐（建設業法第２６条第３

項ただし書に規定する者をいう。以下同

じ。） 

三 専門技術者（建設業法第２６条の２に規定する

技術者をいう。以下同じ。） 

 ［注］（Ｂ）は、建設業法第２６条第２項の規定

に該当する場合に、（Ａ）は、それ以外の場

合に使用する｡（Ｃ）は、（Ｂ）を使用する

場合において、建設業法第２６条第３項ただ

し書の規定を使用し監理技術者が兼務する場

合に使用する。 

〔 〕の部分には、同法第２６条第３項本

文の工事の場合に「専任の」の字句を記入す

る。 

２～５ （略） 

 

 附 則 

本通達は、令和６年１２月１３日以降に契約を締結する工事から適用する。 

 


